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要 旨

本論文では，企業の電子商取引の状況と企業グループへの所属との関連性について分析を
行った．分析には平成 13年事業所・企業統計調査のミクロデータを使用した．平成 13年事業
所・企業統計調査は，全国的な悉皆調査としてはじめて電子商取引の状況を調べた調査である．
また，この調査は調査票において親会社の名称を調べているため，親会社と子会社を連結して
企業グループを形成することができる．この企業グループに関する情報を用いて，企業グルー
プへの所属や企業グループ内の位置といった分類を作成した．分析の結果，これらの分類によ
り電子商取引の状況を説明できることがわかった．

キーワード： 事業所・企業統計，企業グループ，電子商取引．

1. はじめに

電子商取引は情報通信技術を用いた商取引の新たな一形態である．インターネットに代表さ
れる情報ネットワークの利用拡大に伴い，電子商取引はその規模を拡大させてきた．また例え
ば，DELLや Amazonによるネット直販などのように，電子商取引は新たなビジネスモデルを
形成する基盤にもなっている．
全業種の日本国内企業に対して，電子商取引に係わる統計調査がはじめて実施されたのは，

平成 13年事業所・企業統計調査（総務省統計局, 2003）である．事業所・企業統計調査は，事業
所や企業に対する悉皆調査であり，母集団名簿整備の役割も兼ねるため，従業者数など基礎的
な調査項目が多い．電子商取引に関する調査項目は，会社全体の主な事業の種類を記述する項
目とともに，事業所・企業統計調査では数少ない企業の事業内容に関する調査項目である．
平成 13年事業所・企業統計調査では，親会社と子会社の連結した集計（以降，親会社と子会

社の連結を名寄せと呼ぶ）を行っており，企業グループという単位での分析も可能である．平
成 13年事業所・企業統計調査の名寄せ集計を用いた研究として，松田（2005）は，親会社の会
社形態，資本金階級，子会社の会社形態，資本金階級別　子会社数の結果表などを作成して，
公表されている結果表に表現されていない企業グループの状況を概観した．また，岸田（2006）
は，企業グループ内企業の事業所に関する産業大分類の組み合わせでは，「製造業」と「卸売・
小売業，飲食店」の組み合わせや「製造業」と「サービス業」の組み合わせが多いことなどを
示した．
本論文では，平成 13年事業所・企業統計調査のミクロデータを利用して，企業の事業内容

である電子商取引の状況を企業グループに関する情報を含めて分析する．公表されている統計
表では，企業グループ単位の集計やグループにおける親会社の諸属性に関する集計が示されて
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いる．これに対して本論文では，企業グループ内の位置を企業の分類項目として作成して，電
子商取引との関連性をみる．

2. 電子商取引の定義と公表結果表

2.1 電子商取引の定義
事業所・企業統計調査において，電子商取引は「インターネット等のコンピュータネットワー

クを利用した商取引」と定義されている．「インターネット等」の定義では，インターネット
のほかに，インターネット以外のコンピュータネットワークも含めている．インターネット以
外とは，専用線を用いることにより TCP/IPプロトコルを利用しない従来型 EDI（Electronic

Data Interchange）などを指す．事業所・企業統計調査における電子商取引の定義は，OECDの
定めた広義の定義（Colecchia, 2001）と一致している．
事業所・企業統計調査において，はじめて電子商取引の利用実態について調べたのは，平成

13年調査であり，電子商取引の有無とその内容に関する質問を設けている．電子商取引に関
する質問文及び選択肢は図 1に示すとおりであり，電子商取引の有無と内容について複数回答
が可能なように設計している．例えば，企業間の電子商取引（BtoB）と消費者との電子商取引
（BtoC）の 2種類の商取引を実施している場合には，両方の番号を○で囲むことができる．

2.2 電子商取引に関する統計
電子商取引に係わる調査として，経済産業省他により，平成 10年度より毎年継続的に実施

されている「電子商取引実態調査」（経済産業省, 2003, などを参照）がある．この調査はサンプ
ルサイズが 1,000未満と小さく，平成 15年調査までは狭義の電子商取引（TCP/IPプロトコル
を利用したインターネットによる商取引に限定）に関して調べていた．また，同じく経済産業
省による「企業活動基本調査」では平成 13年調査（経済産業省, 2002）から電子商取引に関する
調査項目が設けられた．この調査では，調査対象の業種が限定されており，かつ，従業者 50人
以上で資本金（又は出資金）3,000 万円以上の会社が対象となっている．このため，全業種，全
ての規模の会社企業に対して電子商取引の状況を観察するには，「事業所・企業統計調査」に

図 1. 電子商取引に関する質問文及び選択肢．
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よる結果表しかない．
電子商取引に関する状況や意向を調べた調査として，（社）経済団体連合会（1998）の実施した

1998年の調査がある．この調査によると，経団連主要会員企業 139社のうち企業間の電子商取
引の取引先（複数回答）は，特定企業間が 82.9％，グループ企業間が 59.5％，不特定多数 18.9％で
あった．また，企業間の電子商取引の目的として，「取引のスピードアップ（91.9％）」，や「業
務処理コストの削減（89.2％）」をあげた企業が多く，「取引相手の拡大（27.0％）」や「顧客ニー
ズの把握・分析（14.4％）」をあげた企業は少なかった．経団連会員企業においては，不特定の
企業よりも特定企業間やグループ企業間の電子商取引が多く，また意向としても不特定の企業
への取引として電子商取引を考えていないことがわかる．
電子商取引に関する統計整備は，情報通信技術利用の拡大速度への対応が遅れていると指摘

されている．長澤（2002）は，2002年時点での OECDにおける電子商取引統計整備の動向を概
観し，統計的計測に関する方法論をめぐる議論と現状，および電子商取引統計に関する課題に
ついて考察した．

2.3 公表結果表による電子商取引の状況
電子商取引の利用実態については，「平成 13年 事業所・企業統計調査報告第 2巻その 1（1）

単独事業所及び本所事業所による集計」の第 13表，第 14表，第 25表に掲載されている．公
表された結果表（表 1参照）は，企業産業中分類と，企業常用雇用者規模や資本金階級，会社成
立時期との組み合わせであり，これらの結果表から理解できる主な点は以下のとおりである．

（1）電子商取引を導入している企業は 16万 9千企業（企業全体の 10.5％）である．
（2）資本金規模が大きくなるにつれて電子商取引導入率が高くなる．資本金「10億 ∼ 50億

円未満」では 31.7％，「50億円以上」では 44.7％である（第 14表）．
（3）電子商取引導入率が高い産業は，「銀行・信託業」（59.9％）や「情報サービス・調査業」

（31.5％）である（第 13表および第 14表）．
（4）会社成立時期において「平成 12年以降」（13.5％）と「昭和 29年以前」（13.4％）成立の企

業が電子商取引導入率が高い（第 25表）．

このように，電子商取引に関する公表結果表では，親会社か子会社かといった企業グループ
内の位置に関する情報は含まれていない．

表 1. 電子商取引の利用実態に係わる結果表形式．
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3. 企業グループに関する情報に基づく分類と電子商取引

3.1 用いるデータと企業グループの定義
本論文で用いるデータは，名寄せ処理において親会社の記入内容に関して修正が加えられて

いる．そのため，支所から単独事業所または本所へ区分が変更された事業所もある．一方，本
論文で扱う電子商取引の状況は，単独事業所または本所のみが回答した項目である．この状況
を踏まえて，分析に用いるデータは，名寄せ処理前において単独事業所または本所に区分され
ていた企業に限定する．すなわち，名寄せ処理における修正の結果として本所に変更されたと
しても，電子商取引の項目に回答していない事業所は分析に用いるデータから除外した．
企業グループとは，出資比率が 50％ をこえる会社をグループという単位であつめたものを

いう．国内に親会社がなく，国内に子会社のある会社を企業グループ内のトップの親会社と呼
び，その国内子会社と同子会社を親会社とする国内子会社とを合わせた企業群を企業グループ
と呼ぶことにする．このように，本論文における企業グループは国内会社のみにより構成され
た企業群である．

3.2 親会社と子会社の名寄せ処理
分析を行う前に名寄せ処理の状況を確認する．表 2 は，表側に名寄せ処理によって定義され

た企業グループ内の位置を，表頭に調査項目における親会社，子会社の有無を表現したもので
ある．このとき，「総数」の行と列を除いて，表 2 の対角要素は名寄せが調査結果通りに実施
できた企業数を示しており，非対角要素は名寄せが調査結果通りではない企業数をあらわして
いる．例えば，表 2 において，名寄せ処理により企業グループのトップとなった 22,194企業
のうち，調査票内の情報通りに名寄せできた企業数は 13,669 である．残りの企業は名寄せと
調査結果との整合性がとれていない．例えば，「親会社あり」と回答したのに名寄せができな
かったのは，56企業（親会社と子会社に名寄せができない）と 25企業（親会社に名寄せができ
ない）である．また例えば，8,444企業は調査結果では「子会社なし」であるが，該当企業を親
会社として調査票に記入した企業が存在したため，名寄せ処理により親会社になった企業であ
る．同様にして，調査結果では「親会社あり」，あるいは「子会社あり」であるのに名寄せでき
なかった企業は，企業グループに属さない企業の行に示されている 21,160企業，1,198企業，
12,950企業の合計 35,308企業である．
つぎに，表 3 に，企業常用雇用者規模，名寄せの可否別の企業数を示す．この表により，雇

用者規模別の名寄せの状況を観察することができる．表 3から，全体において名寄せができた

表 2. 名寄せ処理による企業グループ内の位置，親会社の有無，子会社の有無による位置別企
業数．
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表 3. 企業常用雇用者規模，名寄せの可否別企業数．

企業は約 7割であるが，1,000人以上の常用雇用者をもつ企業では，9割以上が名寄せできてい
ることがわかる．このように，比較的大規模な企業の名寄せはほぼできているため，複数の企
業から成る大規模な企業グループでは，それに所属する企業すべてが名寄せできていない状況
はないと推察できる．

3.3 企業グループに関する情報
企業グループに関する情報としては，分類や項目として「企業グループ内の位置」や「企業

グループの階層数」，「企業グループ内の企業数」，「企業グループの常用雇用者数」などを作成
することができる．「企業グループ内の位置」とは，企業グループ内トップの企業を「企業グ
ループのトップ」，子会社をもつが企業グループのトップではない親会社を「企業グループの
中間」，子会社を持たない企業を「企業グループのボトム」と定義した分類である．本論文で
は，「企業グループ内の位置」と「子会社階層数を考慮した企業グループ内の位置」という 2つ
の分類と電子商取引の状況との関連性を観察する．

3.4 企業グループ内の位置別の電子商取引
企業グループ内の位置別に電子商取引の方法を確認した表 4によると，企業グループに属す

る企業は 18.9％が電子商取引を実施しており，企業グループに属さない企業の 10.0％に比べて，
約 9ポイント高い導入率である．また，企業グループ内において親会社に該当する「トップ」と
「中間」は両者ともに 25％をこえている．「企業グループの中間」が 27.6％と高い比率であるの
は，うち「インターネット以外」を利用して電子商取引をしている企業が 11.9％（=8.2％+3.7％）
と「トップ」（8.6％）や「ボトム」（5.8％）に比べて高い比率となっているからである．
「企業グループの中間」において電子商取引の導入率が高いのは，企業の規模に関連してい
る．表 5に企業常用雇用者規模，資本金階級，会社成立時期別の分布を示す．これによると，
「企業グループの中間」は「企業グループのトップ」と比べても，雇用者規模はより大規模で
あり，とくに資本金階級において資本金の高い層に多く含まれていることがわかる．例えば，
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表 4. 企業グループ内の位置，電子商取引の方法別企業数．

資本金階級 1億円以上の企業は「企業グループの中間」では 61％を占めるが「企業グループの
トップ」では 29％を占めるに過ぎない．また，雇用者規模が大規模になるに従い，企業グルー
プに属する企業の比率は高くなり，5,000人以上の層では，89.9％の企業が企業グループに属し
ている企業であることがわかる．
企業グループ内の位置別の電子商取引導入率（％）を表 6に示す．表 6は，企業常用雇用者規

模，資本金階級，会社成立時期別の分布を示しているため，これらの影響を条件付きに観察す
ることができる．これによると，「企業グループのトップ」と「企業グループの中間」は企業グ
ループに属さない企業に比べて高い導入率であるが，「企業グループのボトム」は企業グルー
プに属さない企業とほとんど違いのないことがわかる．
電子商取引の相手は大別して，企業などとの商取引（BtoB: Business to Business）と一般消費

者との商取引（BtoC: Business to Consumer）にわけることができる．これら電子商取引の相手
を示した表 7によると，「企業グループ内の位置」との関連性は強くない．つまり，「企業グ
ループ内の位置」によって，電子商取引の相手に関する割合が大きく変わることはない．つぎ
に，電子商取引を行っている企業に限定して，企業グループへの所属の有無別に取引方法と取
引相手の状況を表 8に示す．これから，企業グループに属する企業では，企業グループに属
していない企業に比べて，BtoBのみを実施している企業が約 7割と多いことがわかる．また
「インターネット以外」を利用して商取引を行っている比率は，企業グループに属する企業では
36％（=10％+26％），企業グループに属していない企業では 25％（=6％+19％）と違いがある．

3.5 子会社階層数を考慮した企業グループ内の位置別の電子商取引
前節で観察した「企業グループ内の位置」では，「企業グループの中間」に属する企業が「企

業グループのトップ」である企業よりも，電子商取引導入率が平均的に高かった．「企業グルー
プの中間」は子会社の階層が 2層以上でないと存在しないため，大規模な企業グループにのみ
存在する企業群である．そこで，企業グループの規模を表現できるように，子会社階層数の情
報を加えて「子会社階層数を考慮した企業グループ内の位置」という分類を作成する．この分
類では，子会社階層数を 2以上と 1とに分けて，これに親会社，子会社の別を組み合わせる．
つまり，親会社（子会社階層数 2以上）；親会社（子会社階層数 1）；子会社（子会社階層数 2以上）；
子会社（子会社階層数 1）の 4つの区分に分類する．
子会社階層数を考慮した企業グループ内の位置別に電子商取引の方法（表 9参照）とその相

手（表 10参照）を観察する．子会社階層数 2以上の親会社においては，電子商取引の導入率は
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表 5. 企業常用雇用者規模，資本金階級，会社成立時期，企業グループ内の位置別企業数と相
対度数．

30.0％となり，導入率の高低は，区分の順序に従って，親会社から子会社へと値が低くなって
いることがわかる．表 9によると，電子商取引の方法として「インターネット以外」を利用し
ている企業は，子会社階層数が 2以上の企業グループに属している企業において多いことが理
解できる．電子商取引の相手（表 10参照）では，「企業グループ内の位置」と同様に関連性はあ
まり強くないことがわかる．また，企業常用雇用者規模，資本金階級，会社成立時期，子会社
階層数を考慮した企業グループ内の位置別　電子商取引導入率を表 11に示す．表 11による
と，企業常用雇用者規模などの条件を付与しても，「子会社階層数を考慮した企業グループ内
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表 6. 企業常用雇用者規模，資本金階級，会社成立時期，企業グループ内の位置別電子商取引
導入率（％）．

の位置」の区分の順序と電子商取引導入率との関連性は変わらないことがわかる．

3.6 独立モデルと従属モデルにおける AICの差
統計表における 2分類間の関連性を測る指標として，従属モデル（2つの分類に関連がある

とするモデル）と独立モデル（2 つの分類の関係が独立であるとするモデル）における AIC の
差を考える．いま，統計表において，表側が a 項目，表頭が b 項目あり，統計表のセル度数
nij(i = 1,2, . . . ,a, j =1,2, . . . , b)が観測されている．従属モデルと独立モデルの AICをそれぞれ
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表 7. 企業グループ内の位置と電子商取引の相手別の比率．

表 8. 企業グループへの所属，電子商取引の方法，電子商取引の相手別相対度数．

AIC（DM），AIC（IM）とすると，

AIC(DM) = −2

(∑
i

∑
j

nij lognij − n logn

)
+ 2(ab − 1)

AIC(IM) = −2

(∑
i

ni. logni. +
∑

j

n.j logn.j − 2n logn

)
+ 2(a − 1 + b − 1)

である（ni. =
∑

j nij ,n.j =
∑

i nij）．これから，従属モデルと独立モデルの AICの差は，

AIC(DM) − AIC(IM) = −2

(∑
i

∑
j

nij lognij −
∑

i

ni. logni. −
∑

j

n.j logn.j + n logn

)

+2(a − 1)(b − 1)

となる．この値が負となる場合，2つの分類間に関連性はあり，AICの値の絶対値が大きいほ
ど関連性が強いと考えることができる．



366 統計数理　第 57 巻　第 2 号　 2009

表 9. 子会社階層数を考慮した企業グループ内の位置と電子商取引の方法別の比率．

表 10. 子会社階層数を考慮した企業グループ内の位置と電子商取引の相手別の比率．

企業属性や企業グループに関する情報と電子商取引の状況との関連性を見るため，AICの差
を表 12に示す．これによると，企業グループに関する情報は「会社成立時期」よりも，「電子
商取引の有無」や「電子商取引の方法」との関連性は強いことがわかる．また，本論文で提示
した 2種類の分類では，「子会社階層数を考慮した企業グループ内の位置」の方が AICの差の
絶対値が大きく，電子商取引の状況との関連性は強い．

4. 考察と課題

公表された親会社と子会社との名寄せ集計には，企業グループ単位に集計されたものと，親
会社の諸属性に関する分類に基づくものがある．しかし，「企業グループ内の位置」や「子会
社階層数を考慮した企業グループ内の位置」といった企業グループに関する情報を企業に付与
した分類は，報告書掲載の公表統計表には使用されていない．本論文では，企業グループに関
する情報は企業の事業内容を表す「電子商取引の状況」との関連が存在することを示した．こ
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表 11. 企業常用雇用者規模，資本金階級，会社成立時期，子会社階層数を考慮した企業グルー
プ内の位置別電子商取引導入率（％）．

の結果から，企業グループに関する情報を用いて企業の状況を表現することに意味があること
がわかる．
親会社と子会社とがすべて名寄せできていない状況（表 2参照）から理解できるように，企業

グループに関する情報は完全な情報ではない．そこで，名寄せに関する情報を考慮して，子会
社の階層や親会社子会社の別に関して決めつけ処理を行うことが考えられる．決めつけ処理を
行ったデータセットによる集計と本論文における集計との比較を行うことにより調査情報の信
頼性に関する検討を実施することが研究課題の一つである．
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表 12. 独立モデルと従属モデルにおける AIC の差．
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E-commerce among Corporate Groups

Yoshiyuki Inaba

Faculty of Economics, Keio University

This paper describes an analysis of the relationship between the conditions of corpo-
rate e-commerce and affiliation to a corporate group. For the analysis, we used micro-data
of the Establishment and Enterprise Census of Japan (2001). As a complete nationwide
enumeration, this census was the first used to investigate e-commerce in Japan. Since the
names of parent companies were also included in the census form, a corporate group could
be formed by linking the parent company and its subsidiaries. Using this information on
corporate groups, we devised classifications such as affiliation to a corporate group or
position within a corporate group. The analysis results revealed that those classifications
could be used to explain the conditions of e-commerce.

Key words: Establishment and Enterprise Census, corporate group, e-commerce.


